
     

 

 

 
 

 

 

平成１９年３月期   中間決算短信（非連結）        平成１８年１１月２４日 

上 場 会 社 名        株式会社ワットマン               上場取引所         ＪＡＳＤＡＱ 
コ ー ド 番 号         ９９２７                                   本社所在都道府県  神奈川県 
（ＵＲＬ  http://www.wattmann.co.jp ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長    氏名 清水 一郷 
問合せ先責任者 役職名 取締役副社長経理管掌 氏名 田中 和雄   ＴＥＬ(０４５)９５９－１１００ 
決算取締役会開催日 平成１８年１１月２４日          配当支払開始日    平成－年－月－日 
単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． １８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 
(1)経営成績                      （注）記載金額の百万円未満は切捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

１８年９月中間期 
１７年９月中間期 

1,035   (△0.6)
1,041  (△85.0)

24  (  －  )
△92  ( － )

17  (  －  )
△113  ( － )

１８年３月期 2,041  (△74.7) △96  ( － ) △148  ( － )
 
 中間(当期)純利益 １株当たり 

中間(当期)純利益 
潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益 
 百万円   ％       円    銭       円    銭

１８年９月中間期 
１７年９月中間期 

31  (  －  )
△107  ( － )

2     87  
△9     83  

－  －  
－  －  

１８年３月期 △272  ( － ) △24     86  －  －  
 (注)①持分法投資損益 18 年９月中間期   － 百万円   17 年９月中間期   －   百万円   18 年３月期 － 百万円 
     ②期中平均株式数 18 年９月中間期 10,942,185 株  17 年９月中間期  10,942,985 株  18 年３月期 10,942,785 株 
     ③会計処理の方法の変更   有 ・ 無 
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
 (2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

１８年９月中間期 
１７年９月中間期 

  3,292   
5,052   

1,585  
1,745  

48.1   
34.5   

144    87 
159    49 

１８年３月期 3,905   1,599  40.9   146    15 
(注) ①期末発行済株式数  18 年９月中間期 10,942,185 株 17 年９月中間期 10,942,985 株 18 年３月期 10,942,185 株 
     ②期末自己株式数    18 年９月中間期   426,356 株 17 年９月中間期    425,556 株 18 年３月期     426,356 株 
 
(3)キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

１８年９月中間期 
１７年９月中間期 

   △51    
△81    

303   
241   

△507    
△758    

189   
847   

１８年３月期 △76    507   △1,432    444   
 
２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 
 売 上 高     経常利益 当期純利益 

百万円 百万円 百万円

通 期 2,000    48   37   

 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  3 円  38 銭 

３．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 
１８年３月期 0.00 0.00 0.00 
１９年３月期（実績） 0.00 ― 

１９年３月期（予想） ― 0.00 
0.00 

 

 ※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであります。実際の業 
績等は、業況の変化等により上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は、 
添付資料４ページをご参照ください。 
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添付資料 

１．企業集団の状況 

 

（１）企業集団等の概況  

 当社は、神奈川県に展開している店舗において、リユース商品を中心に販売しております。事業形態は、

ハードオフ事業、オフハウス事業、その他事業としております。 

 

 主な販売品目は、次のとおりであります。 

  ハードオフ事業・・・オーディオ、ビジュアル、コンピューター、ゲーム機、楽器、各種ソフト、カ

メラなど 

  オフハウス事業・・・バッグ、貴金属、時計、家具インテリア、婦人服、子供服、ギフト、スポーツ

用品、ベビー用品など 

  その他事業・・・・・書籍、ホビー、玩具など 

 

 当社は子会社及び関連会社を有しておりませんので、企業集団の状況は記載しておりません。 

 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

一 

般 

顧 

客 

当 
 
 

社 

中古品の販売 

不要品の買い取り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．経営方針並びに経営成績及び財政状態 

（１）経営方針 

 ①会社の経営の基本方針 

当社は、リユース事業へ業態転換して３期目である当期を事業の安定と利益体質企業への実現を確

立させる期と位置づけております。当社の基本方針は「お客様第一主義の実践を通じて社会貢献を果

たす」及び「エコロジーの時代、リユース・リサイクルを通して社会のお役に立ちたい」を理念とし

て「環境と調和した企業活動」と「環境型経済社会への貢献」を果たしてまいります。 

   経営に際しては堅実経営を基本に地域に密着した店舗展開とお客様への充実したサービスの提供を

実践し、企業活動に取り組んでおります。 

 

②会社の利益配分に関する基本方針 

   当社は、長期的視野に立って将来の事業展開に備え、内部留保の充実及び企業体質の強化を図ると

ともに、安定的な配当の継続を業績に応じて行うことを基本方針としております。 

    内部留保資金につきましては、当社を取り巻く経営環境の変化への対応や事業基盤拡充のための設

備投資資金として有効に活用してまいります。 
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③投資単価の引下げに関する考え方及び方針等 

   当社は、投資家の株式市場への参加を促進し、株式流動性の向上を図るために投資単位の引下げを

重要課題として認識しております。しかしながら、中間期末時点での当社株式の投資単位は、日本証

券業協会が投資単位の引下げの目安として示しております「５０万円以上」を下回る水準ですので、

現時点での投資単位の引下げにつきましては、特段の措置を講じる必要は無いものと判断しておりま

す。当社の株価が長期的、継続的に現在の水準を大幅に上回って推移する状態になった場合に改めて

検討したいと考えております。 

 

④目標とする経営指標 

   当社は、ＲＯＡ（総資産経常利益率）を重視しております。ＲＯＡが５％以上となるよう、経常利

益率と総資産回転率の向上を目指してまいります。 

 

⑤中長期的な経営戦略 

   当社は、３ヵ年の「中期経営改革計画」を鋭意推進中であります。当期は改革計画の最終期として

リユース事業の精度向上と安定した収益体質の確立に注力しております。また、当期を「事業拡大期」

と位置づけており、新規出店を視野に入れた人材育成の強化を進めてまいります。 

 

⑥会社の対処すべき課題 

   当社は、リユース事業に業態転換し、当中間会計期間において黒字化を達成いたしました。この利

益体質を継続的に維持拡大することを重要課題と考えており、そのために下記の課題に取り組んでま

いります。 

1) お客様にとって魅力ある商品と豊富な品揃えを提供するため、買取り仕入技術の向上・商品政策の徹

底を図ってまいります。 

2) リユース事業のレベルアップと業容拡大に備え、従業員の人材育成を集中的に実施してまいります。 

3) 現状のオペレーションを徹底的に見直し、人的生産性によるローコスト経営を目指してまいります。 

4) 資産効率を改善し、経営体質の強化を推し進めてまいります。 

 

⑦親会社等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

⑧内部管理体制の整備・運用状況 

   当社は株式会社ジャスダック証券取引所へ「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」を提出し

ており、当該事項は「内部統制システムに関する基本的な考え方及び整備状況」に記載しております。

なお、同報告書は同証券取引所ホームページに開示されておりますのでご参照ください。 

 

⑨その他、会社の経営上重要な事項（役員との間の重要な取引に関する事項） 

   該当事項はありません。 
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（２）経営成績及び財政状態 

①経営成績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や金融政策による金利上昇の懸念など不安

定要因があったものの、企業収益の改善を背景に民間設備投資が増加し、景気は緩やかな回復基調を

維持してまいりました。 

このような状況のもと当社といたしましては、利益体質企業への転換を実現するために中古市場の

買取相場を意識した「買い取り」仕入業務により良質商品の潤沢な調達に努め、買い取り客数の増加、

店頭在庫商品の質の向上と品揃えの充実を図ってまいりました。特に、楽器・バッグ・貴金属売場の

店内改装を実施し、商品量の増加とお客様の選びやすさ・買いやすさに対応し売上拡大に努めており

ます。また、全商品の鮮度向上や適切な価格設定による販売客数の増加と粗利額の確保に努め、さら

に全従業員の「買い取り」「生産」「販売」オペレーション技術を向上させ人的生産性の向上を図って

まいりました。 
   これらの結果、当中間会計期間の売上高は前会計年度中に２事業所を閉鎖したものの、既存店の売

上高増加が寄与し、１０億３５百万円（前年同期比６百万円減）となりました。経常利益は１７百万

円（前年同期比１億３１百万円増）となり、また、投資有価証券売却益を特別利益に、家電保証費用

を特別損失に計上したため当中間純利益は３１百万円（前年同期比１億３８百万円増）と大幅な改善

となりました。 
 

②財政状態 

当中間期末の総資産は３２億９２百万円となり、前事業年度末に比べ６億１３百万円の減少となり

ました。これは主に、たな卸資産が１億５百万円の増加、現金及び預金が２億４４百万円、未収入金

が２億１６百万円および投資有価証券が８６百万円減少したこと等によります。 

純資産は１５億８５百万円、自己資本比率は４８.１％、１株当たり純資産は１４４円８７銭となり

ました。なお、前期未処理損失２億７２百万円を当期に持ち越さないため、資本準備金を２億７２百

万円取り崩し、欠損に填補いたしました。 

   当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前会計年度末に比べ２

億５４百万円減少し、１億８９百万円となりました。 

   当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果、使用した資金は５１百万円（前年同期は、８１百万円）となりました。これは主

に、税引前中間純利益が３５百万円であったこと、また、たな卸資産が１億５百万円増加したことな

どによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、得られた資金は３億３百万円（前年同期は、２億４１百万円）となりました。こ

れは主に、敷金及び保証金等の償還による収入が２億７８百万円、投資有価証券の売却による収入が

３７百万円あったことなどによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果、使用した資金は５億７百万円（前年同期は、７億５８百万円）となりました。こ

れは主に、短期借入金の減少が２億７０百万円、長期借入金の返済が２億２３百万円あったことなど

によるものであります。 

 

③通期の見通し 

   今後の見通しにつきましては、リユース・リサイクルについて社会的認知の広まりや、消費者の意

識も大きく変化してきており、リユース市場は急速に拡大しております。 

当社といたしましては、リユース事業の安定化を引き続き推進し、キャッシュ・フロー重視の営業

活動、財務体質の強化と利益体質への転換を図ってまいります。 

その結果、今期の業績予想につきましては、売上高 ２０億円、経常利益 ４８百万円、当期純利益

３７百万円となる見通しであります。 
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④事業等のリスク 

   当中間決算短信に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な

影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。 

 1)特有の法的規制に係るもの 

    当社の事業の中心となるリユース事業は、古物営業法の規制の対象となっており、店舗の所在地を

管轄する都道府県公安委員会の許可等の対象となっております。古物営業法または古物営業に関する

他の法令に抵触するような事由が発生し、営業の停止及び許可の取消しが行われた場合には、当社の

事業活動に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 2)特定の製品、技術等で将来が不明確であるものへの高い依存度に係るもの 

    当社の事業の中心となるリユース事業は、主に株式会社ハードオフコーポレーションとのフランチ

ャイズ契約によるものであり、出店等については同社の承認が必要となっております。 

3)借入金の条件悪化に係るもの 

    事業構造を転換し、当社業績が想定している水準に達しない場合、金融機関からの借入条件が悪化

することが予想され、損益に重要な影響を及ぼす可能性があります。また、当社が借入れているシン

ジケートローン契約には財務制限条項があります。 

 4)固定資産の減損会計適用に係るもの 

   当社は資産のグルーピングを事業所単位で行っております。このうち営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスになると見込まれる場合、減損会計の適用を受け損失を計上する可能性があります。 

 5)パートタイム従業員の費用増加に係るもの 

   当社は多数のパートタイム従業員を雇用しております。今後、厚生労働省より短時間労働者に対す

る厚生年金の適用基準拡大が法改正により行われた場合、人件費の増加が予想され、損益に重要な影

響を及ぼす可能性があります。 



 

４．中間財務諸表等  

 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

  前中間会計期間末 

(平成17年9月30日現在)

当中間会計期間末 

(平成18年9月30日現在) 

前事業年度の要約貸借対照表

(平成18年3月31日現在)

注記 

番号 

構 成 比

（％） 

構成比 

（％） 

構 成比区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 
（％） 

 

189,647

13,737

455,578

9,250

52,863

－

75,662

 

 

 

 

 

 

 

444,578

11,840

350,313

225,400

99,324

62,143

76,626

（資産の部） 

Ⅰ流動資産 

 １．現金及び預金 
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 （注）千円未満は、切り捨てて表示しております。 

 

２．売掛金      

 ３．たな卸資産 

  ４．未収入金 

 ５．１年内償還長期預け金 

  ６．未収消費税等 

 ７．その他     

 

 

※２ 

 

847,312

7,993

457,530

491,552

97,741

22,485

90,375

 

流動資産合計 

 

1,270,2282,014,991

559,538

583,125

59,689

39.9 806,739

421,711

583,125

42,939

24.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 

※２ 

※２ 

 

Ⅱ固定資産 

(1)有形固定資産 

 １．建物 

 ２．土地 

 ３．その他  

442,717

583,125

47,462

32.5

有形固定資産合計 

 

(2)無形固定資産 

 

(3)投資その他の資産 

 １．投資有価証券 

 ２．敷金及び保証金 

 ３．その他 

27.51,073,30431.8  

 

 

 

 

※２ 

1,202,353

14,719

398,234

 1,184,195

237,907

23.8

0.3

1,047,776

 

9,194

403,633

0.2 8,003

317,049

 967,151

145,787

 

 

988,163

161,454

0.2

投資その他の資産合計  1,820,336 36.0 1,429,987 43.4 1,553,250 39.8

固定資産合計  3,037,409 60.1 2,485,767 75.5 2,635,749 67.5

資産合計  5,052,401 100.0 3,292,506 100.0 3,905,978 100.0
   



  前中間会計期間末 

(平成17年9月30日現在)

当中間会計期間末 

(平成18年9月30日現在) 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成 18 年 3 月 31 日現在)

注記 

番号 
金額（千円） 構 成 比

（％） 
金額（千円） 構 成 比 

（％） 
金額（千円） 構 成 比区分 

（％） 

（負債の部） 

Ⅰ流動負債 
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 １．買掛金 

 ２．短期借入金 

  ３．未払費用 

４．未払法人税等 

 ５．未払消費税等 

 ６．賞与引当金 

７．その他 

  

 17,552

1,409,825

267,089

8,813

－

2,700

107,238

 22,289

577,260

145,898

7,461

757

2,700

 

 16,212

55,809

861,073

194,172

9,864

－

1,000

81,239

流動負債合計 

Ⅱ固定負債 

 １．長期借入金 

２．繰延税金負債 

３．役員退職金引当金 

４．預り保証金 

 ５．その他 

 1,813,219

847,880

93,770

169,029

382,015

1,147

35.9 812,176

526,155

86,022

－

259,548

23,322

24.7 1,163,560

736,785

116,230

－

263,448

27,743

29.8

 固定負債合計  1,493,842 29.6 895,049 27.2 1,143,207 29.3

負債合計 

（資本の部） 

Ⅰ資本金 

Ⅱ資本剰余金 

 １．資本準備金 

 3,307,062

1,940,898

512,865

65.5

38.4

1,707,226

－

－

51.9 

 

－ 

2,306,767 59.1

1,940,898 49.7

512,865

 資本剰余金合計  512,865 10.1 － － 512,865

－

－

272,029

13.1

Ⅲ利益剰余金 

１．利益準備金 

２．任意積立金 

－

－

107,559

－

－

－３．中間(当期)未処理損失 

 利益剰余金合計 

Ⅳ土地再評価差額金 

Ⅴその他有価証券評価差額金 

Ⅵ自己株式 

 △107,559

△681,387

137,191

△56,668

△2.1

△13.5

2.7

△1.1

－

－

－

－ 

－ 

－ 

－ 

△272,029

△681,387

155,666

△ 56,801

△7.0

△17.4

4.0

－ △1.5

資本合計  1,745,339 34.5 － － 1,599,210 40.9

負債資本合計  5,052,401 100.0 － － 3,905,978 100.0



 

  前中間会計期間末 

(平成17年9月30日現在)

当中間会計期間末 

(平成18年9月30日現在) 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成 18 年 3 月 31 日現在)

区分 注記 

番号 
金額（千円） 構 成 比 構 成 比 金額（千円）

（％） （％） 
金額（千円） 構 成 比

（％） 

（純資産の部） 

Ⅰ株主資本 

１．資本金 

２．資本剰余金 

(1) 資本準備金 

  

－

－

1,940,898

240,835

 

－

－

資本剰余金合計 

３．利益剰余金 

(1)その他利益準備金 

 繰越利益剰余金 

 －

－

240,835

31,413

 －

－

 利益剰余金合計 

４．自己株式 

 －

－

31,413

△56,801

 －

－

 株主資本合計  － － 2,156,345 65.5 － －

Ⅱ評価・換算差額等 

１．その他有価証券評

価差額金 

２．土地再評価差額金 

 

－

－

110,322

△681,387

 

－

－

 評価・換算差額等合計  － － △571,065 △17.3 － －

純資産合計  － － 1,585,280 48.1 － －

負債、純資産合計  － － 3,292,506 100.0 － －

 （注）千円未満は、切り捨てて表示しております。 
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② 中間損益計算書 

  前中間会計期間 

（自 平成 17 年 4月 1 日 

至 平成 17 年 9月 30 日）

当中間会計期間 

（自 平成 18 年 4月 1 日 

至 平成 18 年 9月 30 日） 

前事業年度の要約損益計算書 

（自 平成 17 年 4月 1 日 

至 平成 18 年 3月 31 日） 

区分 注記 

番号 
金額（千円） 構 成 比

（％） 
金額（千円） 構 成 比 

（％） 
金額（千円） 構 成 比

（％） 

Ⅰ 売上高 

Ⅱ 売上原価 

 

 

1,041,792

360,812

100.0

34.6

1,035,869

388,974

100.0 

37.6 

2,041,918

706,427

100.0

34.6

売上総利益 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 

680,979

773,048

65.4

74.2

646,895

622,833

62.4 

60.1 

1,335,490

1,432,313

65.4

70.1

営業利益（△損失） 

Ⅳ 営業外収益 

Ⅴ 営業外費用 

 △92,068

25,058

46,264

△8.8

2.4

4.5

24,062

18,401

24,486

2.3 

1.8 

2.4 

△96,822

36,165

87,840

△4.7

1.8

4.3

経常利益（△損失） 

Ⅵ 特別利益      

Ⅶ 特別損失      

 

※２ 

※３ 

  △113,274

79,348

70,433

△10.9

7.6

6.7

  17,977

27,294

9,800

1.7 

2.6 

0.9 

△148,498

327,335

434,834

△7.2

16.0

21.3

税引前中間（当期）純利益

（△純損失） 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

 △104,359

3,200

－

△10.0

0.3

35,472

3,273

785

3.4 

 

0.3 

0.1 

△255,996

6,200

9,832

△12.5

0.3

0.5

中間（当期）純利益（△

純損失） 

前期繰越利益 

 △107,559

－

△10.3 31,413

－

3.0 △272,029

－

△13.3

中間（当期）未処分利益

（△未処理損失） 

 △107,559  △272,029

  
 

 （注）千円未満は、切り捨てて表示しております。 
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③ 中間株主資本等変動計算書 

 

    当中間会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 
その他利益剰余金

項目 
資本金 

資本準備金
資本剰余金

合計 繰越利益剰余金

利益剰余金

合計 

自己株式 株主資本合計

平成 18 年 3 月 31 日残高

（千円） 1,940,898 512,865 512,865 △272,029 △272,029 △56,801 2,124,931

中間会計期間中の変動額   

 資本準備金の取崩し  △272,029 △272,029 272,029 272,029 －

中間純利益  31,413 31,413 31,413

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額）   

中間会計期間中の変動額

合計（千円）  △272,029 △272,029 303,442 303,442 31,413

平成 18 年 9 月 30 日残高

（千円） 1,940,898 240,835 240,835 31,413 31,413 △56,801 2,156,345

 

評価・換算差額等 
項目 

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 
純資産合計

平成 18 年 3 月 31 日残高

（千円） 155,666 △681,387 △525,721 1,599,210

中間会計期間中の変動額  

 資本準備金の取崩し  －

 中間純利益  31,413

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） △45,343 △45,343 △45,343

中間会計期間中の変動額

合計（千円） △45,343 △45,343 △13,930

平成 18 年 9 月 30 日残高

（千円） 110,322 △681,387 △571,065 1,585,280
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④ 中間キャッシュ･フロー計算書  

  
前中間会計期間 

(自 平成 17 年 4月 1 日 

  至 平成 17年 9月 30 日)

当中間会計期間 
(自 平成 18 年 4月 1 日 

  至 平成 18年 9月 30 日) 

前事業年度の要約キャッシュ・

フロー計算書 

(自 平成 17 年 4月 1 日 

至 平成 18 年 3月 31 日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 

キャッシュ･フロー 

税引前中間（当期）純利益（△損

失） 

減価償却費 

長期前払費用償却額 

減損損失 

賞与引当金の増加額（△減少額）

役員退職金引当金の増加額(△

減少額) 

受取利息及び受取配当金 

支払利息 

支払手数料 

有形固定資産除却損 

有形固定資産売却損 

投資有価証券売却益 

役員退職金引当金戻入益 

解約損失金 

家電保証費用 

店舗譲渡損 

売上債権の減少額（△増加額） 

たな卸資産の減少額（△増加額）

その他資産の減少額（△増加額）

仕入債務の増加額（△減少額） 

未払費用の減少額 

未収消費税等の減少額（△増加額） 

 

△104,359

37,603

14,957

－

△5,300

△130

△11,948

31,406

5,021

592

－

△79,348

－

－

－

－

762

17,653

85,725

2,282

△31,195

－

 

 

35,472 

 

27,499 

12,091 

－ 

1,700 

－ 

 

△10,255 

16,081 

1,425 

－ 

－ 

△27,294 

－ 

－ 

9,800 

－ 

△1,896 

△105,264 

6,153 

6,200 

△66,746 

62,901 

△255,996

73,809

28,775

84,301

△7,000

△474

△17,746

55,006

7,330

25,076

6,154

△158,650

△168,685

225,853

74,900

12,163

△3,084

86,539

12,510

709

△142,112

56,289

  小計  △36,278 △32,132 △4,340

利息及び配当金の受取額 

利息の支払額 

手数料の支払額 

法人税等の支払額 

 5,514

△32,161

△6,650

△11,752

5,036 

△15,344 

△3,000 

△6,171 

5,778

△56,577

△7,435

△13,702

営業活動による 

キャッシュ･フロー 
 

△81,327 △51,611 △76,276
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前中間会計期間 

(自 平成 17 年 4月 1 日 

  至 平成 17年 9月 30 日)

当中間会計期間 
(自 平成 18 年 4月 1 日 

  至 平成 18年 9月 30 日) 

前事業年度の要約キャッシュ・

フロー計算書 

(自 平成 17 年 4月 1 日 

至 平成 18 年 3月 31 日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 

キャッシュ･フロー 

定期預金の預入による支出 

投資有価証券の売却による収入 

有形固定資産の取得による支出 

有形固定資産の売却による収入 

敷金及び保証金等による支出 

敷金及び保証金等の償還による収入 

店舗売却による収入 

その他 

 

－

126,240

△2,897

－

△15,588

131,636

－

1,927

 

 

10,000 

37,542 

△781 

7,875 

△9,400 

278,205 

－ 

277 

－

231,244

△3,647

1,224

△27,883

187,153

92,889

26,877

投資活動による 

キャッシュ･フロー 
 

241,319 303,718 507,859

Ⅲ 財務活動による 

キャッシュ･フロー 

  短期借入金の純増減額 

 長期借入れによる収入 

 長期借入金の返済による支出 

 自己株式の取得による支出 

 その他の支出 

 

－

－

△743,504

－

△14,607

 

 

△270,000 

－ 

△223,443 

－ 

△13,594 

△130,000

100,000

△1,374,352

△133

△27,952

財務活動による 

キャッシュ･フロー 
 

△758,111 △507,037 △1,432,437

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

換算差額 

 

－ － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 

（△減少額） 

 

△598,120 △254,930 △1,000,854

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  1,445,432 444,578 1,445,432

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末

（期末）残高 

 

847,312 189,647 444,578
   

（注）千円未満は、切り捨てて表示しております。 
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（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 

前中間会計期間 
(自 平成 17 年 4月 1 日 

  至 平成 17 年 9月 30 日) 

当中間会計期間 
(自 平成 18 年 4月 1 日 

  至 平成 18 年 9月 30 日) 

前事業年度 
(自 平成 18 年 4月 1 日 

  至 平成 18 年 9月 30 日) 
当社は前々事業年度に営業損失

712,188 千円、前事業年度において同

1,266,963 千円、当中間会計期間におい

ては同 92,068 千円と、継続して営業損

失を計上しております。 

当該状況により、当社には継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在してお

ります。 

前々事業年度及び前事業年度の大幅

な営業損失は、競争激化等により赤字体

質となった家電事業からの完全撤退を

行い、リユース事業への業態転換を前事

業年度までに行ったためのものであり

ます。当中間会計期間はリユース事業を

黒字基調に乗せるには至らず、営業損失

を計上しております。 

当該状況を解消し、リユース事業を黒

字体質化するため当社は、 

①良質商品を調達する商品政策の徹

底による販売客数と販売金額の増加 

②査定マニュアルの作成、充実など買

取り仕入技術の向上と適切な価格設

定による粗利の確保 

③買取・生産・販売オペレーションの

向上など人的生産性によるローコス

ト経営等を骨子としたけ経営計画を

策定し業務改善に着手しております。 

これらの業務改善により粗利率の上

昇と固定費の削減を推進し、確実に利

益計上できる強い経営体質を実現する

所存であります。 

 中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑

義の影響を中間財務諸表には反映して

おりません。 

当社は第28期事業年度以降、継続して

営業損失を計上しておりました。当中間

会計期間においては営業利益の計上と

なり事業構造の改善が見られましたが、

財政状態の著しい改善には至っており

ません。当該状況により、当社には継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。 

当該状況を解消し、リユース事業を黒

字体質化するため当社は、 

①良質商品を調達する商品政策の徹底

による販売客数と販売金額の増加、 
②査定マニュアルの作成、充実など買

い取り仕入技術の向上と適切な価格設

定による粗利の確保、 
③買い取り・生産・販売オペレーショ

ンの向上など人的生産性によるローコ

スト経営等を骨子とした経営計画を策

定し業務改善に着手しております。 
これらの業務改善により粗利額の上

昇とコストの削減を推進し、営業利益を

さらに増加させる強い経営体質を実現

する所存であります。 

 中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑

義の影響を中間財務諸表には反映して

おりません。 

当社は前々事業年度以降、継続して営

業損失を計上しております。当該状況に

より、当社には継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。 

しかし、前々事業年度及び前事業年度

の大幅な営業損失は、競争激化等により

赤字体質となった家電事業からの完全

撤退を行い、リユース事業への業態転換

を前事業年度までに行ったためのもの

であります。当事業年度はリユース事業

を黒字基調に乗せるには至らず、営業損

失を計上しております。 

当該状況を解消し、リユース事業を黒

字体質化するため当社は、 

①良質商品を調達する商品政策の徹底

による販売客数と販売金額の増加、 
②査定マニュアルの作成、充実など買

い取り仕入技術の向上と適切な価格設

定による粗利の確保、 
③買い取り・生産・販売オペレーショ

ンの向上など人的生産性によるローコ

スト経営等を骨子とした経営計画を策

定し業務改善に着手しております。 
これらの業務改善により粗利額の上

昇とコストの削減を推進し、確実に利益

計上できる強い経営体質を実現する所

存であります。 

財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の

影響を財務諸表には反映しておりませ

ん。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成 17 年 4月 1 日 
至 平成 17 年 9月 30 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4月 1 日 
至 平成 18 年 9月 30 日） 

前事業年度 
（自 平成 17 年 4月 1 日 
至 平成 18 年 3月 31 日） 

１．資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 有価証券 
子会社株式 
  移動平均法による原価法 
その他有価証券 
 時価のあるもの 
  中間期末決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差
額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平
均法により算出） 

 時価のないもの 
  移動平均法による原価法 
(2) たな卸資産 
 商 品 
リユース（ハードオフ事業）

・・売価還元法による
         原価法 
リユース（ブックオフ事業）

  ・・総平均法による 
原価法 

(1) 有価証券 
   ―――― 
 
その他有価証券 
 時価のあるもの 
  中間期末決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差
額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動
平均法により算出） 

 時価のないもの 
同左 

(2) たな卸資産 
 商 品 

同左 

(1) 有価証券 
子会社株式 

同左 
その他有価証券 
 時価のあるもの 
  決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法
により算出） 

 時価のないもの 
同左 

(2) たな卸資産 
 商 品 
     同左 

２．固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
  定率法（ただし、平成１０
年４月１日以降取得した建物
（付属設備を除く）について
は定額法） 

  なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に規
定する方法と同一の基準によ
っております。 

(2) 無形固定資産 
  ソフトウェアについては社
内における利用可能期間(5
年)に基づく定額法 

(3) 長期前払費用 
  定額法 

(1) 有形固定資産 
同左 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 無形固定資産 
同左 

 
 
(3) 長期前払費用 

同左 

(1) 有形固定資産 
同左 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 無形固定資産 
同左 

 
 
(3) 長期前払費用 

同左 
３．引当金の計上基準 (1) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払いに備
えるため、賞与支給見込額の
当中間会計期間負担額を計上
しております。 

(1) 賞与引当金 
同左 

 
 
 

(1) 賞与引当金 
  従業員の賞与の支払いに備
えるため、賞与支給見込額の
当事業年度負担額を計上して
おります。 

 



 15 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成 17 年 4月 1 日 
至 平成 17 年 9月 30 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4月 1 日 
至 平成 18 年 9月 30 日） 

前事業年度 
（自 平成 17 年 4月 1 日 
至 平成 18 年 3月 31 日） 

  (2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える

ため、当中間会計期間末にお
ける退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上して
おります。 

 （会計方針の変更） 
  当中間会計期間より「『退職
給付に係る会計基準』の一部
改正」（企業会計基準第３号
平成１７年３月１６日）及び
「『退職給付に係る会計基準』 
の一部改正に関する適用指
針」（企業会計基準適用指針第
７号   平成１７年３月１６
日）を適用しております。 

これにより営業損失、経常
損失及び税引前中間純損失は
2,839 千円少なく計上してお
ります。 
（追加情報） 

  退職給付引当金は従来、原
則法による計算式によって算
定し退職給付債務に基づいて
計上しておりましたが、前事
業年度の下期において簡便法
による計算式によって算定し
た退職給付債務に基づいて計
上する方法に変更しました。

  なお、前中間会計期間は変
更後の方法によった場合に比
べ、販売費及び一般管理費、
営業損失並びに経常損失が 
4,701 千円多く、特別利益が
19,759 千円少なく計上され、
税引前中間純損失が 24,460
千円多く計上されています。

(3) 役員退職金引当金 
  役員に対する退職金の支給
に備えるため、内規に基づく
中間期末要支給額を計上して
おります。 

 (2) 退職給付引当金 
     同左 
 
 
 
 
      ―― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      ―― 
 
 

 (2) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しており
ます。 

      ―― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (3) 役員退職金引当金 
  役員に対する退職金の支給
に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しており
ます。 

  なお、平成 18 年３月の取締
役会決議にて役員退職慰労金
制度を廃止しております。廃
止に伴い役員退職金引当金戻
入益 168,685 千円を特別利益
に計上しております。 

４．リース取引の処理
方法 

  リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成 17 年 4月 1 日 
至 平成 17 年 9月 30 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4月 1 日 
至 平成 18 年 9月 30 日） 

前事業年度 
（自 平成 17 年 4月 1 日 
至 平成 18 年 3月 31 日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
  金利スワップ取引について
は、すべて金利スワップの特
例処理の要件を満たしている
ため、当該特例処理を適用し
ております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段・・金利スワップ

取引 
 ヘッジ対象・・借入金利 
(3) ヘッジ方針 
  内部規程に基づき、借入金
利等の将来の金利市場におけ
る利率上昇による変動リスク
を回避する目的で利用してお
ります。 

(1) ヘッジ会計の方法 
          同左 
 
 
 
 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 
 
 
(3) ヘッジ方針 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 
          同左 
 
 
 
 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 
 
  
(3) ヘッジ方針 

同左 

６．中間キャッシュ・
フロー計算書（キャ
ッシュフロー計算
書）における資金の
範囲 

中間キャッシュ・フロー計
算書における資金（現金及び
現金同等物）は、手元現金、
随時引出し可能な預金及び容
易に換算可能であり、かつ価
値の変動については僅少なリ
スクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっており
ます。 

同左 キャッシュ・フロー計算書
における資金（現金及び現金
同等物）は、手元現金、随時
引出し可能な預金及び容易に
換算可能であり、かつ価値の
変動については僅少なリスク
しか負わない取得日から３ヶ
月以内に償還期限の到来する
短期投資からなっておりま
す。 

７．その他中間財務諸
表（財務諸表）作成
のための基本となる
重要な事項 

(1) 消費税等に関する会計処理
  税抜方式を採用しておりま
す。なお、仮払消費税等と仮
受消費税等は、相殺のうえ中
間貸借対照表上、未収消費税
等としております。 

(1) 消費税等に関する会計処理
税抜方式を採用しておりま

す。なお、仮払消費税等と仮
受消費税等は、相殺のうえ中
間貸借対照表上、未払消費税
等としております。 

 

(1) 消費税等に関する会計処理
  税抜方式を採用しておりま
す。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成 17 年 4月 1 日 
至 平成 17 年 9月 30 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4月 1 日 
至 平成 18 年 9月 30 日） 

前事業年度 
（自 平成 17 年 4月 1 日 
至 平成 18 年 3月 31 日） 

固定資産の減損に係る

会計基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当中間会計期間から「固定資
産の減損に係る会計基準」（「固
定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計
審議会 平成 14 年８月９日））
及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基
準委員会 平成１5 年 10 月 31
日 企業会計基準適用指針第６
号）を適用しております。 
 これによる損益に与える影響
はありません。 

 
    ――――――― 

 当事業年度から「固定資産の
減損に係る会計基準」（「固定資
産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議
会 平成 14 年８月９日））及び
「固定資産の減損に係る会計基
準の適用指針」（企業会計基準委
員会 平成１5 年 10 月 31 日企
業会計基準適用指針第６号）を
適用しております。 
 これにより、税引前当期純損
失が 84,301 千円増加しており
ます 

貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計

基準等 

 
    ――――――― 

 当中間会計期間から「貸借対
照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準」（企業会計基準委員
会 平成 17 年 12 月９日 企業
会計基準第５号）及び「貸借対
照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準等の適用指針」（企業
会計基準委員会 平成 17 年 12
月９日 企業会計基準適用指針
第８号）を適用しております。
 従来の「資本の部」の合計に
相当する金額は 1,585,280 千円
であります。 
なお、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部
については、中間財務諸表等規
則の改正に伴い、改正後の中間
財務諸表等規則により作成して
おります。 

 
    ――――――― 

 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
（平成 17 年 9 月 30 日） （平成 18 年 9 月 30 日） 

前事業年度末 
（平成 18 年 3 月 31 日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

（千円） 

553,286 

※２ 担保提供資産（千円） 

売掛金          1,549 

    建物            213,719 

  土地            583,125 
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   投資有価証券    328,742 

合計        1,127,136 

上記に対応する債務（千円） 

       短期借入金   111,590 

 長期借入金   513,875 

（１年内返済予定分含む）      

  合計      625,465 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

（千円） 

592,017

※２ 担保提供資産（千円） 

      売掛金       2,404

建物      195,648

土地            583,125

   投資有価証券    205,857

合計          987,035

上記に対応する債務（千円） 

       短期借入金    58,000

 長期借入金   281,600

（１年内返済予定分含む）      

   合計      339,600

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

（千円） 

565,707

※２ 担保提供資産（千円） 

売掛金        1,965

    建物            203,814

   土地            583,125

   投資有価証券    338,493

合計      1,127,398

上記に対応する債務（千円） 

       短期借入金    58,000

 長期借入金   384,648

（１年内返済予定分含む）      

       合計      442,648

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 17 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 9 月 30 日） 

前事業年度 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日） 

※１ 減価償却実施額（千円） 

有形固定資産          36,188 

      無形固定資産            1,415 

※２ 特別利益の主要項目（千円） 

投資有価証券売却益     79,348 

         

 

※３ 特別損失の主要項目（千円） 

固定資産除却損 

その他             2,233 

      長期保証費用      68,200 

      

※１ 減価償却実施額（千円） 

有形固定資産          26,309 

      無形固定資産            1,190 

※２ 特別利益の主要項目（千円） 

投資有価証券売却益     27,294 

         

 

※３ 特別損失の主要項目（千円） 

      長期保証費用       9,800 

      

※１ 減価償却実施額（千円） 

   有形固定資産           71,061 

      無形固定資産            2,748 

※２ 特別利益の主要項目（千円） 

投資有価証券売却      158,650 

      役員退職金引当金戻入益 

                168,685 

※３ 特別損失の主要項目（千円） 

解約損失金      225,853 

固定資産除却損         31,461 

      固定資産売却損        6,154 

      減損損失               84,301 

      店舗譲渡損等        12,163 

      長期保証費用         74,900 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株）

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

 株式数（株 

発行済株式数 

普通株式 11,368,541 ― ― 11,368,541

自己株式 

 普通株式 426,356 ― ― 426,356
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 9 月 30 日） 

前事業年度 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日） 

現金及び現金同等物の中間残高と
中間貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 
（平成 17 年９月 30 日現在） 
 

現金及び預金勘定  847,312 千円 
現金及び現金同等  847,312 千円 
物 

現金及び現金同等物の中間残高と
中間貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 
（平成 18 年９月 30 日現在） 
 

現金及び預金勘定  199,647 千円

預入期間が３ヶ月 △10,000 千円

超える定期預金         
現金及び現金同等  189,647 千円
物 

現金及び現金同等物の期末残高と
貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係 
（平成 18 年３月 31 日現在） 
 

現金及び預金勘定   444,578 千円
現金及び現金同等   444,578 千円
物 

 



（リース取引） 

前中間会計期間 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 9 月 30 日） 

前事業年度 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日） 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンスリ

ース取引 
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１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

取得価額相

当額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

中間期末残

高相当額 

（千円） 

そ の 他

(器具及

び備品) 

335,655 158,305 177,349 

２．未経過リース料中間期末残高相当額

（千円） 

   １年内        62,736 

   １年超            179,791 

        合 計       242,528 

  

   

３．支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失（千円） 

   支払リース料      37,496 

      減価償却費相当額    50,466 

   支払利息相当額     5,732 

 

 

 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする級数法によってお

ります。 

   利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンスリ

ース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 
取得価額

相当額 

 

（千円）

減価償却

累計額相

当額 

（千円）

減損損失

累計額相

当額 

（千円）

期末残高

相当額 

 

（千円）

そ の 他

(器具及び

備品) 

271,807 189,442 27,743 54,621

２．未経過リース料中間期末残高相当額

（千円） 

   １年内        53,874 

   １年超             93,536 

        合 計       147,410 

    リース資産減損勘定の残高 

              23,322 

３．支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失（千円） 

   支払リース料      30,212 

      リース資産減損勘定の取崩額 

              4,420 

減価償却費相当額    25,987 

   支払利息相当額     3,581 

 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

       同左    

 

 

利息相当額の算定方法 

       同左 

 

 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンスリ

ース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 
取得価額

相当額 

 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円）

減損損失

累計額相

当額 

（千円）

期末残高

相当額 

 

（千円）

そ の 他 

(器具及び

備品) 

283,185 174,831 27,743 80,610

２．未経過リース料期末残高相当額 

（千円） 

   １年内        53,463 

   １年超            120,578 

        合 計       174,041 

    リース資産減損勘定の残高 

             27,743 

３．支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失（千円） 

   支払リース料      71,196 

      減価償却費相当額    91,263 

   支払利息相当額    10,425 

      減損損失       27,743 

  

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

       同左 

 

 

   利息相当額の算定方法 

       同左 
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（有価証券）  

前中間会計期間     （平成１７年９月３０日現在） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：千円） 

 取 得 原 価 
中 間 貸 借 対 照 表 

計    上    額 
差   額 

(1)株式 

(2)債券 

(3)その他 

117,071

－

－

348,034

－

－

230,962

－

－

合計 117,071 348,034 230,962

 

３．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く）          （単位：千円） 

 
中 間 貸 借 対 照 表 

計    上    額 
摘   要 

(1)満期保有目的の債券 

 

 

(2)その他有価証券 

 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 

－ 

50,200

 

 
当中間会計期間     （平成１８年９月３０日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：千円） 

 取 得 原 価 
中 間 貸 借 対 照 表 

計    上    額 
差   額 

(1)株式 

(2)債券 

(3)その他 

81,121

－

－

266,849

－

－

185,727

－

－

合計 81,121 266,849 185,727

 

３．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く）          （単位：千円） 

 
中 間 貸 借 対 照 表 

計    上    額 
摘   要 

(1)満期保有目的の債券 

 

 

(2)その他有価証券 

 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 

－

50,200
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前事業年度     （平成１８年３月３１日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：千円） 

 取 得 原 価 
貸 借 対 照 表 

計    上    額 
差   額 

(1)株式 

(2)債券 

(3)その他 

91,368

－

－

353,433

－

－

262,064

－

－

合計 91,368 353,433 262,064

 

３．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く）          （単位：千円） 

 
貸 借 対 照 表 

計    上    額 
摘   要 

(1)満期保有目的の債券 

 

 

(2)その他有価証券 

 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 

－

50,200

 

 

（デリバティブ取引） 

前中間会計期間末（平成１７年９月３０日現在） 

  該当事項はありません。 

  なお、当社は金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記

の対象から除いております。 

 

当中間会計期間末（平成１８年９月３０日現在） 

  該当事項はありません。 

  なお、当社は金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記

の対象から除いております。 

 

前事業年度（平成１８年３月３１日現在） 

  該当事項はありません。 

  なお、当社は金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記

の対象から除いております。 

 

 

（持分法投資損益） 

 

前中間会計期間 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 9 月 30 日）

前事業年度 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日）

当社は、関連会社がないため記載
しておりません。 

同左 同左 
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（１株あたり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 9 月 30 日） 

前事業年度 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日） 

１株当たり純資産額   159.49 円 

 

１株当たり中間純損失    9.83 円 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益額については、１株当た

り中間純損失が計上されているた

め、また希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

１株当たり純資産額   144.87 円 

 

１株当たり中間純利益   2.87 円 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額   146.15円

 

１株当たり当期純損失    24.86円

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益額については、１株当た

り当期純損失が計上されているた

め、また希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。 

 

（注）１株当たり中間（当期）純利益（△純損失）の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 前中間会計期間 

(自 平成 17 年 4 月 1 日

至 平成17年9月30日)

当中間会計期間 

(自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成18年9月30日) 

前事業年度 

(自 平成 17 年 4 月 1 日

至 平成18年3月31日)

中間（当期）純利益（△純損失）（千円） △107,559     31,413 △272,029 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （－） 
普通株式に係る中間（当期）純利益（△

純損失）（千円） 
△107,559     31,413 △272,029 

期中平均株式数（千株） 10,942 10,942 10,942 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要 

新株予約権  １種類 

潜在株式の数 36,000株

新株予約権  １種類 

潜在株式の数 28,000株

新株予約権  １種類 

潜在株式の数 28,000株

 

 

 

 

５．販売の状況 

（事業部門別売上高明細表） 

前中間会計期間 
（自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 17 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 18 年 4 月  1 日 

至 平成 18 年 9 月 30 日）

前事業年度 
（自 平成 17 年 4 月  1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日） 部 門 名 

金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 

ハードオフ事業 

オフハウス事業 

その他事業 

375,128

431,654

235,009

36.0

41.4

22.6

368,754

424,824

242,290

35.6

41.0

23.4

733,498 

844,191 

464,228 

35.9

41.4

22.7

合    計 1,041,792 100.0 1,035,869 100.0 2,041,918 100.0

 （注）千円未満は、切り捨てて表示しております。 
 


